
3 「最大クラス」の地震 

 
3.1 はじめに 

 

 2012 年 8 月末、内閣府は南海トラフで発生する地震に関し、科学的に想定しうる最大クラ

スの地震による津波と揺れの想定を発表しました。内閣府が 2003 年に発表した東海・東南

海・南海地震によるゆれや津波の想定に比べ非常に大きくなっているため、各方面に大変な

ショックを与えました。これだけ大きな地震の想定をすることになったきっかけは、言うま

でも無く、2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震による津波でした。東北地方

沿岸、特に三陸南部から宮城県福島県沿岸に想定を上回る津波が襲来したため、逃げ遅れた

多くの方が亡くなったり行方不明になりました。このことから、南海トラフにおいても、従

来の想定を大きく越えた地震や津波を考慮した想定を行うことになりました。 
 東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震や津波対策を議論するため内閣府は専門調査会を

設け、2011 年 6 月 26 日に「今後の津波防災対策の基本的考え方について」として、専門調

査会の中間取りまとめに伴う提言を発表しました。提言は想定と対策に分けられます。想定

としては、科学的知見をベースにあらゆる可能性を考慮した最大クラスの巨大な地震・津波

を検討すべきとしています。また対策としては、最大クラスの津波に対しては設備（ハード）

だけで完全に対策を取ることは不可能なので、避難等の対策を組み合わせて総合的な対策を

立てるべきとしています。つまり、堤防などの設備によって災害を防止するという我々が従

来考えていた常識が通用せず、場合によってはお金をかけた設備も役に立たない津波が襲来

する可能性が有り、命だけでも助かるように対策を考えなければならないということなので

す。 
 この提言を受け、内閣府が最初に取りかかったのが、南海トラフの巨大地震についての想

定です。南海トラフにおいて、従来想定されていたものとは別に、頻度は低くても科学的に

想定できる最大クラスの地震を想定することになりました。ここでは、このような科学的知

見にもとづく最大クラスの地震・津波を我々はどのように捉えたら良いかについて考えてみ

たいと思います。 
 
3.2 地震発生頻度 

 
 最大クラスという考え方を科学的側面から理解するために、まず地震の規模による頻度の

違いを理解しましょう。地震の規模はマグニチュードという尺度で表現されます。マグニチ

ュードとは、もともと異なった場所で発生する地震の大きさを比較するために考案されまし

た。基準となる地震計で震源から 100km 離れた場所における振幅をもとにマグニチュードを

計算する手法が開発されました。つまり同じ地震計で、かつ同じ距離で振幅を比較すること

により地震の規模を推定しようというものです。もっとも、ちょうど 100km 離れた場所にあ
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最大震度は７であり、神戸市を中心に大きな被害を発生させました。当時関西で大きな地震

は起きないと一般には信じられていたようですが、これもその地域でマグニチュード７クラ

スの地震が長いこと発生していなかったことを示しています。そのような低頻度ではあるが

大きな地震が発生すると被害が大きくなります。 
 2011 年に発生した東北地震太平洋沖地震（マグニチュード 9.0）は、その後の調査により

東北地方の沖合では約 500 年に一度発生していることがわかってきました。500 年という長

さは世代としては 20 世代にもなります。地震や津波の経験が親から子供に伝わったとしても、

20 世代ものうちに、社会や政治の体制も大きく変わり、その中で忘れ去られてしまいます。

低頻度の地震災害を経験として子孫に伝えるのは非常に困難であることがわかります。 日本

における近代的な地震研究は 1880 年の地震学会設立に始まり、1891 年の濃尾地震による震

災予防調査会によって本格的な研究が開始されました。その調査会の重要な課題の一つに文

書として残されている過去の地震履歴の調査があります。日本の長い歴史の中でも、最近 120
年の系統的な研究によってやっと地震の歴史が明らかになり、低頻度の大地震についても次

第に明らかになりつつあるのです。なお、火山噴火についても低頻度ではあるものの巨大災

害が過去に発生したことが地質学的調査で明らかになっています。南九州では壊滅的な巨大

噴火が平均すると約１万年に１回発生しています。この噴火による火砕流は九州の南半分を

覆っています。日本の歴史よりも長い間隔で発生している巨大噴火であるため、仮に近い将

来発生した場合の被害については全く想定されていないのが現状です。 
 
3.4 経験した地震にもとづく従来の想定と最大クラスの想定 

 
経験した地震にもとづく想定 

 明治にはじまる日本の地震研究の中で、災害防止の対策もなされてきました。しかし、明

治以降の日本の近代化の中で経済や社会基盤の変化も非常に急激であったことから、過去の

地震発生履歴が生かされず、多くの場合、実際に地震災害を経験した後に、その災害を教訓

とした対策が立てられてきました。 
 たとえば、建物の耐震に関する法律については、1920 年に建物の基準を定めた市街地建築

物法が制定されていたものの、1923 年の関東大地震の後に初めて耐震の考えが導入され、市

街地建築物法施行規則が改正されました。その後 1944 年と 46 年に南海トラフでの巨大地震

が相次ぎましたが、終戦の直前と直後であったため耐震基準には反映されませんでした。1950
年に建築基準法が定められましたが、この法律も 1968 年の十勝沖地震（マグニチュード 7.9）
の建物被害をうけて 1971 年に施行令が改正されました。さらに 1978 年に発生した宮城県沖

地震（マグニチュード 7.4）の建物被害から 1981 年に再改正がなされています。この 1981
年の基準が新耐震基準と呼ばれているものです。1995 年の兵庫県南部地震はこの基準ができ

て初めて日本が経験する大地震でした。兵庫県南部地震の被害は、1981 年以前に建てられた

建物とそれ以降に建てた建物で、被害におおきな違いがありました。1981 年以前の建物の無
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被害が 34%であったのに対し、1981 年以降の建物は 75％が無被害でした。このような事実

を受けて、現在 1981 年以前の建物については耐震診断を受けて、必要に応じた耐震改修が求

められているのです。しかし、この耐震基準にしても、やはり直接の経験に基づく基準です。 
 道路の耐震基準も、建物の耐震基準と同様に地震を経験しつつ改定されてきました。関東

大地震のあと 1926 年にはじめて地震による揺れを考慮した規準が作られました。戦後も

1964 年新潟地震で液状化や橋桁の落下が見られたため、1971 年に対策のための指針が制定

されています。1995 年の兵庫県南部地震の時には阪神高速道路の高架の橋脚が根元から折れ

て倒壊しました。これをうけて全国の高架道路ではコンクリート製の橋脚に鉄板を巻くとい

った耐震対策が採られるようになりました。 
 このように様々な耐震の規準は過去の地震の経験をもとにより良いものに改善されてきた

歴史があります。しかし、明治以降の日本の歴史も 100 年あまりであり、さきに述べたグー

テンベルグ・リヒターの法則からわかるように従来経験したことの無い大きな地震が来る可

能性は否定できません。従って、経験以外の方法も用いてもっと大きな地震の想定をしてお

く必要があります。一方で大きな地震の頻度は低いため、そのような地震による災害を防止

するための対策はコストの割にはその対策が役立つような場面は非常に少なくなります。そ

れでも対策を検討するために、我々が過去に経験したことのないような大きな地震について

想定しておくことが必要になります。 
最大クラスの地震の想定 

 地震のマグニチュードには上限があります。先に説明したように、地震の際にずれる断層

の大きさ（幅または長さ）はマグニチュードが１増えるごとに約 3.1 倍になっていきます。

面積はマグニチュードが１増えると 10 倍になります。マグニチュード８の地震の断層の大き

さは約 100km ですから、マグニチュード９は 300km、マグニチュード 10 は 1,000km、マ

グニチュード11は3,000km、マグニチュード12は10,000kmというように増えていきます。

地球の直径は約13,000kmですのでマグニチュード12の地震が起きたら地球は半分に割れて

しまいます。さすがに地球が半分になってしまうことはあり得ませんので、地球上で実際に

発生する地震のマグニチュードは 12 よりも小さいはずです。それでは本当の上限はどのくら

いなのでしょうか？そのためには、もう少し具体的に検討する必要があります。 
 プレートが沈み込む場所では、沈み込むプレートと陸側（上盤側）のプレートとの間で固

着しているところが突然滑って地震を発生させます。その固着している領域の幅は、場所に

よって異なりますがせいぜい 200km 程度です。一方、一つのプレートがつながって沈み込む

長さは、もっとも大きな太平洋プレートの場合、アラスカからマリアナまでで約 9,000km で

す。そうすると普段固着していて地震を起こす可能性のある場所の面積は 200×
9,000=180,000km2となります。これはマグニチュード 10 の地震でずれる領域の面積に匹敵

します。したがって、現実的にはマグニチュード 10 程度が上限なのでしょう。 
 この議論で重要なことは、地震でずれる断層の幅は長さの上限に比べてかなり小さいこと

です。プレートが沈み込んでいく場合、地下深部に潜り込むにしたがって温度が上昇してい
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きます。温度が高くなると、固着することができず、少しの力でずるずると滑ってしまいま

す。そのような場所では地震を発生させることができません。このようにプレートが沈み込

んでいく場合、地震を発生することができる範囲は、沈み込み口（海溝やトラフ）からせい

ぜい固着できなくなる深さまでです。内閣府が 2012 年に発表した南海トラフにおける最大ク

ラスの地震の想定は、この考え方に基づいて行われました。フィリピン海プレートが沈み込

むトラフ軸から短期的スロースリップが発生する深さまでが固着できる場所としています。

トラフに沿った長さについては、東端は駿河湾の奥で西端は日向灘としていますが、日向灘

まで一緒にずれる、または日向灘から先の南西諸島海溝にまでずれがひろがらないかどうか

については、さほど強い根拠があるわけではありません。ただし、東海地方にとっては、西

端の位置が異なっても発生する揺れや津波にはおおきな違いはないと考えられます。 
想定される「想定の変化」 

 地震に限らず、自然災害の想定は、その時点の科学的知見に基づいて行われます。従来知

られていたよりも大きな地震が発生したり、過去に大きな地震が発生していたことがわかっ

たりした場合には、経験した自身に基づく想定は、見直されます。その場合、想定が大きく

なる場合が多く、経験に基づいた想定には常に過小評価の心配がついて回ります。 
 一方、科学的知見に基づく想定は、地震の規模を決定するさまざまなパラメータ（数値）

を科学的に見積もって想定する地震の規模を決めます。しかし、そのパラメータについて良

くわかっている場合もあれば、あまり良くわかっていない場合もあります。わかっていない

パラメータについては、念のため地震の規模が大きめなるように設定することが普通ですか

ら、科学的な最大クラスは過大評価になりがちです。それでも過小評価に基づく防災対策よ

りは、過大評価に基づく対策のほうが災害軽減効果が大きいので、過大評価を容認すること

が多いのです。したがって、「科学的に想定しうる最大クラス」の地震は、過大評価になって

いる可能性が高いと思われます。今後、様々な研究が進んで、地震の規模の見積もりの精度

が良くなってくれば、「科学的に想定しうる最大クラス」の地震の規模は小さめに想定し直さ

れることもあるでしょう。 
 防災・減災のためには、地震の規模と頻度との関連を頭に入れつつ、現実的な対策を取る

ことが大事だと思います。巨大な堤防を作れば最大クラスの津波にも耐えられるかも知れま

せん。しかし、膨大な税金が必要となり、その分、福祉や社会保障などを含めた他の施策に

回す予算も少なくなってしまいます。防災対策にばかり予算を使うわけにはいかず、どこか

で折り合いをつける必要があり、そのための意思決定が必要となります。今後、南海トラフ

で発生する「最大クラスの巨大地震」の頻度についても検討が進むはずですので、それらの

結果を踏まえて対策を施すレベルを我々自身で決めていく必要があるのです。（山岡耕春） 
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2 愛知県における地震 

 
（1）愛知県とその周辺の地震の震度分布 

 
 次のページの図２は、愛知県とその周辺で 2012 年に発生した地震の震央と断面です。図で

赤い色のマークで示したのが 30km より浅い場所で発生した地震、青い色のマークで示した

のが 30km から 60km までの深さで発生した地震、水色（断面図では緑色）のマークで示し

たのが 60km よりも深い場所で発生した地震です。 
 愛知県では、地殻内の浅い場所と沈み込むフィリピンプレート内で地震が発生しているこ

とがわかります。地殻内の地震は、直下の比較的浅い場所で発生する地震で、深さは 5~15km
程度です。沈み込むプレート内の地震は、比較的深い場所で発生し、愛知県では深さ 30~50km
程度になります。プレート境界面で発生する地震は地殻内の地震とプレート内の地震の中間

の深さで発生する地震です。近い将来発生が懸念されている東海地震や東南海地震などの南

海トラフの巨大地震はこのタイプの地震です。これらの地震のうち、沈み込むプレート内で

発生する地震はあまり大きな被害をもたらすことはありません。しかし、プレート境界面の

地震や活断層に関係する地殻内の地震は大きな被害をもたらすことがあるため、注意する必

要があります。 
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図２ 平成２４年 愛知県周辺の震央分布図・断面図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（下図断面図の描画方向） 

震央分布図：2012.1.1-2012.12.31、Ｍ≧０、深さ 0～90km 

断面図：震央分布図において、斜め四角形内の震源を、矢印で示した北北西―南南東方向

に沿った断面に対して、震源の深さをプロットしたもの。

名古屋市 

深 
さ 

km 

(北北西) (南南東) 

伊良湖岬 

－23－



 

（2）愛知県内の有感地震 

 
以下は、平成 24 年（2012 年）1 月 1 日から 12 月 31 日までの１年間における県内の有感地震の概況で

す。また、それぞれの地震の震央を図３に示します。（Ｍはマグニチュード（地震の規模）の略です。） 
 
○平成 24 年（2012 年）１月 

１月に愛知県内で震度１以上を観測した地震は、８回発生しました。その内３回は１月 28 日から 29

日の山梨県東部・富士五湖の地震でした。 

（１）１日 14 時 27 分頃、鳥島近海の地震（Ｍ7.0、深さ 397km 図中１） 

愛知県内では名古屋市、豊橋市、半田市、春日井市などで震度１を観測しました。また、宮城県岩沼

市、福島県白河市、茨城県水戸市、栃木県宇都宮市、群馬県邑楽町、埼玉県熊谷市、千葉県千葉市、東

京都千代田区、神奈川県横浜市などで最大震度４を観測したほか北海道から中国地方にかけて震度３か

ら震度１を観測しました。 
（２）９日 00 時 37 分頃、和歌山県北部の地震（Ｍ4.7、深さ 56 ㎞ 図中２） 

愛知県内では豊橋市、豊川市、新城市、西尾市などで震度１を観測しました。また、三重県尾鷲市、

奈良県五條市、和歌山県御坊市、田辺市、湯浅町、日高川町などで最大震度３を観測したほか近畿から

東海地方にかけて震度２から震度１を観測しました。 
この付近では昨年８月 10 日にも M4.7 の地震があり和歌山県日高川町で震度４を観測しています。 

（３）15 日 07 時 12 分頃、岐阜県美濃東部の地震（Ｍ3.6、深さ 51 ㎞ 図中３） 

愛知県内では名古屋市で震度２を観測しました。また、長野県高森町、売木村で震度２を観測したほ

か愛知県、長野県及び岐阜県で震度１を観測しました。この地震は、フィリピン海プレート内部で発生

した地震で、地震の発震機構は東西方向に張力塾を持つ型でした。今回の地震は、昨年 12 月 14 日に

発生した地震（M5.1、深さ 49km）の余震と考えられます。 

（４）17 日 05 時 48 分頃、遠州灘の地震（Ｍ3.6、深さ 31 ㎞ 図中４） 

  愛知県内では豊橋市、蒲郡市、新城市などで震度１を観測しました。また、岐阜県恵那市、三重県津

市、松坂市、伊勢市でも震度１を観測しています。 
（５）17 日 07 時 06 分頃、静岡県西部の地震（Ｍ3.1、深さ 12 ㎞ 図中５） 

  愛知県内では豊根村で震度１を観測しました。また、静岡県浜松市でも震度１を観測しています。こ

の付近では昨年 11 月下旬から地震活動がやや活発となっており、１月 10 日にも浜松市で震度１を観測

しています。この地震は地殻内で発生した地震で、地震の発震機構は東北東－西南西方向に張力軸を持

つ正断層型でした。 
（６）28 日 07 時 43 分頃、山梨県東部・富士五湖の地震（Ｍ5.4、深さ 18 ㎞ 図中７） 

                注：同一地域で複数の地震が発生したため一つにまとめています。 
  愛知県内では新城市で震度２を観測したほか、県内の広範囲で震度１を観測しました。また、山梨県

忍野村、富士河口湖町で最大震度５弱を観測しました。このほか東北地方から近畿地方にかけて震度４

から震度１を観測しました。この地震は地殻内で発生した地震で、地震の発震機構は西北西－東南東方

向に圧力軸を持つ逆断層型でした。 
この地域では、27 日から活発な地震活動が続いており、この地震の 4 分前の 07 時 39 分（Ｍ4.9、深

さ 18 ㎞ 図中６）にも地震が発生し神奈川県、山梨県で最大震度４を観測しています。また 29 日 16 時

46 分（Ｍ4.7、深さ 21 ㎞ 図中８）でも同じく山梨県で最大震度４の地震が発生しています。これら２

つの地震とも愛知県内では震度 1 を観測しています。 
 
○平成 24 年（2012 年）２月 

２月に愛知県内で震度１以上を観測した地震は、２回発生しました。 

（１）17 日 06 時 00 分、静岡県西部の地震（Ｍ3.7、深さ 13 ㎞ 図中９） 

愛知県内では豊田市、新城市、みよし市、豊根村で震度１を観測しました。また、静岡県浜松市で最

大震度２を観測したほか静岡県、長野県、及び岐阜県で震度１を観測しました。この地震は、地殻内で

発生した地震で、地震の発震機構は東西方向に圧力軸を持つ横ずれ断層型でした。 
（２）17 日 19 時 37 分、愛知県東部の地震（Ｍ3.1、深さ 39 ㎞ 図中１０） 

愛知県内では豊橋市、新城市、豊根村で震度１を観測しました。また、長野県、静岡県、岐阜県の一
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